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     令和７年度第３回グループホームの新規開設及び定員増に係る選定委員会の 

     開催について（募集） 

 

 

 日頃から、本市障害福祉行政に御協力いただき、ありがとうございます。 

 例年、グループホームの新規開設及び定員増に係る川崎市障害者共同生活援助事業所選定委員会

（以下「選定委員会」という。）」につきましては、年１回の開催としておりましたが、地域の暮ら

しを実現し安心して住める住まいの場であるグループホームを積極的に整備する観点から、令和７

年度におきましては、計３回開催することにいたしました。 

 この度の第３回選定委員会開催分につきましては、令和８年７月以降におけるグループホームの

新規開設及び定員増となります。 

 ついては、令和８年７月から令和９年３月までに新規開設及び定員増を希望される場合には、「４ 

開催スケジュール（予定）について」を御確認の上、次の書類を御提出ください。 

 なお、第３回選定委員会開催分については、選定結果通知後から、新規開設及び定員増の手続き

の開始が可能となります。 

 

１ 提出書類 

（１）川崎市障害者共同生活援助選定委員会必要書類提出票 

（２）障害者共同生活援助事業計画書（第１号様式） 

（３）組織体制図（参考様式７ 又は 任意様式） 

（４）「介護給付費等算定に係る体制に関する届出様式」 

別紙２－３「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」 

（５）当該共同生活住居の間取り・居室の面積等がわかるもの（平面図） 

（６）当該共同生活住居と既存の共同生活住居の位置関係がわかるもの（配置図） 

（７）研修計画 

（８）（本市で初めて共同生活援助事業所を開設する場合） 

法人の運営状況、運営事業等がわかる書類（定款、決算報告書等） 

  ※ 令和９年３月１日までに開所できる計画であること。（翌年度への繰越しはできません。） 

 

２ 提出期限 令和８年２月１３日（金）必着（消印有効） 

  ※ 御提出いただいた書類については、記載内容によって提出書類を補正し、書類を再提出い

ただく場合がございます。また、記載内容確認のために面談をお願いする場合があります。 

  ※提出書類は期限に余裕をもって御提出ください。 

 

３ 書類提出先 

（１）郵送もしくは持参の場合 

【提出先】 

   〒２１０－８５７７ 川崎市川崎区宮本町１番地 川崎市役所本庁舎１２階 

   川崎市健康福祉局障害者施設指導課 事業者指定担当 



 

（２）川崎市簡易版電子申請サービス（LoGo フォーム）の場合（申込方法については別紙１参照） 

【ＵＲＬ】 https://logoform.jp/form/FUQz/1377481 

※送達確認のため、必ず申込完了後送付される「受付完了メール」の御確認をお願いします。 

また、このフォームの手続き完了後、必ず障害者施設指導課事業者指定担当（044-200-2927）

まで電話連絡してください。 

 

４ 開催スケジュール（予定）について 

 本年度は選定委員会を、今回を含めて３回開催する予定です。開催予定は次のとおりです。 

 募集期間 選定委員会開催日 選定結果通知 最短開所日 

第１回 
令和７年７月３１日

～９月１６日 
令和７年１０月上旬 

令和 7 年１０月下旬 

～１１月上旬 

令和８年 

２月１日以降 

第２回 
令和７年９月２９日 

～１１月２１日 
令和７年１２月下旬 

令和８年１月上旬 

～１月中旬 

令和８年 

４月１日以降 

第３回 
令和８年１月１６日

～２月１３日 
令和８年３月上旬 

令和８年３月中旬 

～３月下旬 

令和８年 

７月１日以降 

※選定結果の通知後から新規開設及び定員増の手続きを開始いたしますので、希望する開設日等

にあわせて書類を御提出ください。 

なお、応募状況によっては、次回の選定委員会に持ち越す可能性がございますので、あらかじ

め御了承ください。 

※上記は現時点での予定となっており、今後変更になる可能性がございます。詳細は都度募集案

内を御確認ください。 

 

５ 補助金について 

 グループホームの新規開設及び定員増に際しましては、それぞれに定める補助要件に適合する

場合、以下の補助金が活用できます。 

・川崎市障害者共同生活援助敷金等事業補助金 

・川崎市障害者共同生活援助事業運営費補助金 

 なお、各補助金についての手続きは、「障害福祉情報サービスかながわ」にて御案内いたします。 

 

 

 

 

 

（障害者施設指導課事業者指定担当） 

電 話 ０４４－２００－２９２７ 

ＦＡＸ ０４４－２００－３９３２ 

 令和６年度に本市ではグループホーム恵にて食材料費の不正請求により一部効力を停止する事

案が生じております。グループホームについては障害者の住まいの場所としての重要なサービス

として位置付けております。事業者が運営を行うにあたっては、障害者が地域の中で安心して生

活できる場所を提供するための取り組みが必要なことに留意してください。 

https://logoform.jp/form/FUQz/1377481

